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飯 塚 和 之
1は じめ にノ
、1974年4月1日 以 降,ニ ュ ー ジ ー ラ ソ ドで は,事 故 に よ る身 体 侵 害 を 被 った
人 々は,1972年 事 故 補 償 法(AccidentCompensationAct1972(1972(No.
43))に よ る給 付 を 受 け る こ とに な ら た 。 この 立 法 は,「 数10年に わ た る社 会 福
チ'
祉の領域で生 じた,も っとも顕 著な発展 として,多 くの人 々に よって考えちれ
くユカ
ている」。この新立法の最大の特徴は,新 しい補償制度の導入と引き換えに,
へ くか
「この国の コモ ソ ・ローの相続財 産の偉大な法的権利の一つが消滅 させ られた 」
ことで ある。 コモ ソ ・ロー上の損害賠 償請求権の廃 止がそれで あ る。請求権の
じの
全面的廃止にほ,一 部に批判 もみ られ るが,新 制度 は,多 くの論者に より,肯
ぐの
定 的に評価 され,歓 迎 されてい る。'
　
筆者は,別 稿で,こ の事故 補償法(以 下,本 法 とい う。)を紹介す るに あた
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り,それが事故補償法史上,画 的的な意味を有することを指摘 しておいた。つ 、
ぎに,そ れを再述 しておこう。すなわち,「第一は,被 害者救済の方法 として
のコモン ・ロー上の損害賠償訴訟の廃止である。それに代わって,国 が管掌す
る新 しい社会保険補償制度が創設 された。
第二には,事 故の種類につき,自 動車事故はもちろん,労 働災害その他のあ
らゆる事故を包摂 し,その被害老を一個の統一 した補償制度のもとで取 り扱 う
ことに したことである。
第三は,事 故防止,リ ハ ビリテーション,補償の三者を トータルに捉え,そ
の執行責任を単一の国家機関に負わせた ことである。
第四は,事 故補償法の分野に,意 思理論に基づ く市民法に代えて,社 会保障
法的性格を有する社会立法を導入したことである。」
わが国でも,近時,多 種多様な原因に よる身体侵害(人 身被害)に 対する社
会保障法的観点をふまえた包括的な補償のあ り方が,よ うや く注 目されつつあ
くの
る。公害訴訟や薬害訴訟にみ られるようた,加 害企業の責任性の自覚の点で,
市民法の レベルにさえ達 して いないところか らすれば,損 害賠償請求の方法に
よる被害者救済の道は,今 日の 日本では,さ らに深化させ られなければな らな
いであろ う。 しか し,同時に,権 利 としての社会保障の追求を進めるなかで,
事故被害者の リハ ビリテーショソをも取 り込んだ トータルな被害者救済の方向
性 もさぐられなければな らない。 ニュージーラソ ドの採用 した補償制度は,そ
の方向性の一つを示 しているであろう。
本稿は,事 故補償法施行後の実際のい くつかを検討 し,事故補償法制の将来
く　ひ
を 考 え る うえ で の 参 考 とす る こ とを 目 的 とす る。 も っ と も,紙 幅 に 制 約 の あ る
Schweitz6rVerlagBerlin)一この論文 は、上 記 ジ ュ リス ト論文 を一 部修正 の うえ、
西 ドイツの友 人RalphGliiCkmann(現在,Rechtsanwalt)の協 力 に よ り,西 ベル リソ
の上記 雑誌 に公表 した ものであ る。同論文 の他の部分 は,ジ ュ リス ト論文 とほぼ 同
一 であ るが,結 論部分(V.SchluBbetrachtung)は西 ドイツの最近 の状況 をふ まえ
て書 かれて い るので,本 稿 の付録 と して再録す ることに した 。
(6)「これか らの民 法学」rジ ュ リス ト』653号99頁(1978年)以下 におけ る淡 路剛 久,.
加藤雅信,山 田卓生 各氏 の発言。
(7)1972年事 故補償法 の内容は,拙 稿 「前掲論文」 に譲 る。/
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本稿では,補 償関係で,運 用上論議の多 い 「事故に よる身体侵 害」(personal
injurybyaccident)の概念 を検討 し,安 全(事 故防止)お よび リ・・ビリテー
シ ョン関係では,事 故補償委員会(AccidentCompensationCommission)
のそれぞれの分野で の役割 とその実際 の活動 を概観 す るに とどめ ざるを得ない。
皿 事 故 に よ る身 体 侵 害 ・
1は じめ に
本法 の 補償は,「 事故 に よる身体侵害」 か ら生ず る損害 を 対 象 とす る(s.5
(1),本法 の条文 を指す,以 下 同 じ。)そ こで,こ の 「事故に よる身体侵 害」概
念の内容如何は,補 償 の認否に とっては決定的に重要で ある。本法成立後,こ
の ことを直接 のテーマ とす る論文が い くつか公表 されてい るの も,こ の問題の
ゆ
重大性を示す もの といえ よ う。
72年法は,こ れにつ き詳 しい規定を置かず,「事故に よる身体侵害は,本 法
の第65条ヵ・ら第68条の下での疾病 に関 して補償が拡張 され る範 囲で,職 業病か
ら生 ず る 労働不能を含む 。」(s:2(1))と述 べただけであ った。1972年に,労 、
働大臣の任 命 した委員会 の勧告 に基 づき,「 事故 に よる身体侵害」 に定義 を与
え る1973年事故補償修 正(第2)法 案(AccidentCompensationAmendment
(No.2)Bill)が提 出 されたが,議 会において疑問が提起 され,当 該事項 は,
議会制定法改 訂委員会(StatutesRevisionCom㎡itteeoftheHouse)に付
ゆ
託 された。 この委 員会 は,事 故補償委員会そ の他 の関係機関か らの意見を聴取
した後,㍉勧告 を行ない,積 極 的 ・包括的な定義 を要 しない とした。 この勧告に
基づき,1974年事故補償修正法(AccidentComensationAmendmentAct
く　　ラ
1974)が,現行 の定義(包 含 ・排除式定義)を 採用 した。
(8)D.J.Cochrane,儲PersonalInjurybyAccident"withregardtotheAccident
CompensationAc口972",7肌ひrV.LawReview277,A.A.RWilly"Pers㎝al
InjurybyAccident",[1975]ハrewZealandLαω10πrnal770.
(9)A.CC,1～8」 ウoノ」野o∫'ゐ611coげd「επ'ComPen'satゴoπCom〃zission/b7the
r¢8ノ βκ42431March1974,p.2.(1974).
⑩A.CC,RePor'o∫ 漉 θ ノlcc'dentCo〃IPe〃sa'ゴo"Co〃lmissionプbr'he
Yeare"4θ431物 ノ6乃1975,p2.(1975).
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2現 行法上の定義
修正後の第2(1)条は,「事 故に よる身体侵 害」を次の ごとく規定す る。
"事故に よる身侵害"は
,'
(a)次の ものを含む。す なわ ち,
(i)い っさいの当該侵害 または事故の肉体的 お よび精神的諸結果:
(ii)医療上,外 科上,歯 科上または救急上の過誤:
(iii)
39
本法第65条か ら第68条の下での疾病または労働上の聾に関 して補
償が拡張 され る 範囲で,職 業病 または労働上の聾か ら生ず る労働不
能:
(iv).1974年事故補償修正法第6条 により挿入された本法 第105B条で
特定 されている状態に起因する現実的な身体の侵害:
(b}先行するパラグラフに規定 されている場合を除いて,次 のものは含ま
ない。すなわち,
(i)心 臓血管または脳血管エピソー ドにより惹起 された身体または精
神への損害。ただし,そ のエピソー ドが,そ れに罹 った者にとって異
常,過 度 または通常でない努力,緊 張または圧迫の結果であ り,かつ
その努力,緊 張 または圧迫が,一その者の被用者 としての雇用に起因 し,
かつ雇用の過程で生 じるものである場合を除 く:
(ii)もっぱ ら,疾病 縣染または加齢によって惹起された身体 または
精神への損害。
3問 題領域
上記のように,立 法が積極的 ・包括的定義を与えな参った こともあって,本
法施行以来,す でに 「事故による身体侵害」 の有無が問題 とされ,い くつか の
事例で,事 故補償委員会の決定にたい して審査請求がなされ,さ らにそれを不
く　の じ　 エ
服 として上訴が提起された例 もある。問題は,次 の諸領域で生 じている。
⑪ 事 故 補 償 委 員会 の決 定 に たい す る不 服 申 立,上 訴 手続 は四 審 制 が 採 用 され て い る。
簡 単 に は,拙 稿 「前 掲 論 文 」92頁参 照 。
⑫A.C.C,ABri・ef1)escriPtionoftheAccidentComPensationSψ2翅θ
oPeratingtnNewZealand,pp.9-11.(1976).
/
40 商 学 討 究 第29巻 第2号
(が 心臓発作
第2(1)(bXi)条が この点 を規定 してい る(前 記条文参照)。 この規定は,従 来,
労働 者補僚法(Worker'sCompensationAct)が保護を与 えてきた人 々につ
き,そ れ を確認 した ものであ る。 すなわ ち.被 用者が,雇 用に関連 して特別 の
努力その他 の結果,心 臓発作 を起 した時にのみ補償す ることに したのであ る。
事故補償上訴庁(AccidentCompensationAPPealAuthority)に持ち込 まれ
た上訴例 では,た とえば,① 車を運転中,道 路か ら川に落 ち,這 い上が って
他 の車 で運ばれ る途中,心 臓 発作で死亡 した事例 で,そ の者 が被用者でなか っ
たか ら,第2(1){b)(i)条は適用で きず,ま た,第2(1)(a)(i}条の適用 もな しどし
けの
て上訴 を棄却 した もの,② 自営者 のテ レビ ・サ ー ビス員がテ レビを持 ち上 げ
た結果,心 臓発作に罹 った事例で,同 じく,上 訴人が被用者で なか ったので,
第2(1)(b)(i)条での補償は認 め られず,被 用者でない者は,心 臓発作 が事故そ れ
自体か らもた らされた力か ら生 じた ことを立証 し得 る時に,第2(1)(a)(i)条で 回
ロ ごユリ
復す るこ とがで きる,と したが,本 件 はそれに当 らない とした ものな どがあ る。
(2)医療過誤
ニュージーラソ ドでは,医 師は,「医師法」(MedicalPractitioners'Act)に
よ り,高 度 な医学資格を求め られ る。 コモソ ・ローの下では,医 療過誤訴 訟は,
極めて少なか った。 しか し,1974年修正法に より,「事故に よる身体侵害」 の
定義 のなかに,「医療上,外 科上,歯 科上 または救急上の過誤」 が含 まれ るこ
とにな った。特定 の事実 が医療過誤 になるか否かは,そ れぞれの事件 の事実問
ぐユみ
題であるδ
① 上訴の例 ある者が,入 院し虫垂炎の手術を受けたが,翌 日,心臓発作
で死亡 した。死亡は・小腸 の梗塞に程因する出血 とショックに よる心臓麻痺に
⑬Appealbyl.MGreenaway(AccidentCompensationAppealAuthorityDecisign
38),ACCrepor'Sept.1977,P.32.
⑭AppealbyG.A.Petty(A.CA.ADecision54),ノ1CCプePor'Nov.1977,p.
57.
⑮Vg1.RalphG1髄cksmann,"DieBegriffdesUrztlichenKunstfehlers",ZRP・
.1977,128 .
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よるものであった。審査請求 も棄却 され,上 訴庁への上訴がなされた。死亡が,
診断または治療上の不作為の結果であるとの十分な証拠がないとの理由で上訴
　の
棄却。
ご　
② 審査請求の例
(i)請 求者は,精 管切断手術を受けた後,感 染 した血腫の結果,嘔 吐,陰
の うの痛み,膨 脹,槌 色などの重い後遺症に罹った。その結果,治 療のため入
院することになった。請求認容。請求者は,「事故による身体侵害」を被 った。
(ii)請求者は,歯 の膿瘍の治療を歯科医により受けた。医者は,歯 根の充
填物が健全 と考えたが,正 しくなく,膿瘍が再びあ らわれた。請求棄却。なん
らの歯科上の過誤 も 「事故に よる身体侵害」 も存在 しなかった。
(iii)請求者は,静 脈瘤の手術後,肺 塞栓を起 こした。請求棄却。なんらの
「事故による身体侵害」 も医療過誤 も存在せず,塞 栓は知 られた危険の現出に
て　　カ
すぎない。
(iv)被害者は,前 立腺の手術を受けたが,腺 の被膜が手術中,偶 然に刺 さ
れた。外科医は,そ れに気付 き,さ らに膀胱か らもれた液体を排出するために
切開を行なった。被害者は,手 術後,麻 痺性の腸閉塞に罹 り,さ らに手術を受
けた。その手術中に,被 害者はS字 結腸に壊疽部分を有することがわか り,結
腸切開手術を受けた。 その後,腎 臓衰弱を起 し,死亡 した。 請求認容。「事故
に よる身体侵害」 とされた。
(v)請 求者は,子 宮内具を装着された。その後,彼 女は苦痛を感 じたが,
子宮内具が子宮ではなく,腹膜についていたためである。 この位置に達するに
は,子 宮の壁を通過 しなければな らなかった。請求棄却。なん らの 「事故によ
る身体侵害」 も医療過誤 も存在 しなかった。
(3)アレルギーおよび皮膚炎
アレルギーやある種の皮膚炎に敏感であることは,個 人的特異体質 とみなさ
⑯AppealbyS.MCollier(A.CA.A.Decision9),ACCreportNov.1976,p.58.
㈲ 以 下 の 諸 事 例 は,Palmer,op.cit.,PP.38-39に よ る 。1
㈱ 拙 稿 「前 掲 論 文 」94頁 。
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れ,そ れ 自体では補償 されない。 しか し,本 法第67条に よ り,皮 膚炎がそ の者
の雇用 の性 質に起因する場合には,そ れは,「事故に よる身体侵 害」 とされ る。
ゴム,プ ラスチ ヅクお よびその他 の石油化学工業 は,通 常の人 々に,皮 膚炎を
生ず る。そ れ らは,第67条 に より補償 され る。
(4)ヘル ニア
これについては,第66条が規 定す る。ヘル ニアに起因す る稼働者 の労働不能
は,次 の よ うな条件の下 で,「事故に よる身体侵 害」 に起因す る労働不能 とさ
れ る。 まず,そ のヘル ニアは最近は じめて現われたか(s.66(1)(a)(i}),既存の
ヘル ニアの加重 された もので なければな らない(s.66(1)(a)(ii))。また,ヘ ル
ニアの兆候は,直 前 に,雇 用 に起因 し,か つ雇用 の過程で生ず る緊張その他 ρ
事故 に先立たれねばな らない(s.66(1)(b))。さ らに,稼 働 者は,使 用者 に,緊
張そ の他 の事故後,直 ちに 自分 の状態 を報告 し,仕 事 をやめなければ な らない
(s.66(1Xc))o
(5)職業病
本法は,疾 病に罹 った人 々にたい して,そ の疾病が 「事故 に よる身体侵 害」
か,『またはその者 の雇用 の性質 に 起因す る場 合で なければ,補 償 を与えない
(s.67)。職業病では,.その疾病 が雇用 の性質に起因す るこ とが必要で ある。
雇用は,そ れにより特定の疾病を惹き起こしがちな,な んらかの固有の特徴を
有す る。あ る雇用 に とって,そ の疾病 を惹 き起 こす ことの傾 向が証明 されね ば
な らない。 この不確実性を除去す るた めに,改 革 案 として,一 定 の疾病は,一
く　
定の職業に起因するとする付表を導入すべきことが主張 されている。
皿 安全(事 故防止)
1、制皐法の規定
事故の発生 の予測 され るすべての分野で の安全 の促進は,本 法の第一 の 目的で
あるσ 第4条 は,本 法の 目的の一 つ として,「事故を防止 し,侵 害を最小限に
す るこ とを 目的 として安全を促進す ること」(s.4(1Xa})を掲 げた。 さ・らに,
agPalmer,op.cit.,P.40.
ざ〉
〆
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第43条は,事 故補償委員会 に一般安全 の促進 の任務を負わせたが,そ の際 の委
員会 の関心は,「(a}人的被害を回避す ること,お よび,(b}人的資源 の損耗 を防
止 し,か つ効率 と生産性 をi援助す ること」 におかれ る(s.43(2)(a)(b))。この社
会立法 の政策的意 図の一 つ(労 働力政策)を 率直に表現 した規 定である。
ついで,第44条 は,安 全促進に おけ る委員会 の機能を詳細 に規 定す る(s.
44(2)(a)～(h))Q
「㈲ 教 育お よびあ らゆ るマス ・メデ ィアに よる公表の手段 に よって,安 全
お よび事故 ・身体侵害 ・職業病 の防止へ の関心 を刺激 し,支 持す ること:
㈲ 安全文献,安 全情報,お よび安全活動 とそ㊧結果についての報告書を
公表 し ・普及す る こと,ま た,委 員会に より得 られた安全に影響を与 える
知識 の,社 会全体への適用 を確保す ること:
(c)安全 キ ャソペ 一ー・一・ソ,安 全展 示 お よび安 全教 育 コース(一 般ので あれ特
殊のであれ)な らびに特別安全手続 の説 明 コースをスポソサ ーし,援 助 し,
運営す ること:
(b}安全 お よび事故 ・身体侵害 ・職業病の防止に関係す る組織 ・グル ープ
を スポソサ ーし,支 援 し,育 成す ること:
(e)安全を促進 し,事 故 ・身体侵害 ・職業病を防止す るに際 して,工 業,
商業,政 府部省,地 方当局お よびその他 の団体 ・組織 の仕事 を刺激 し,補
足 し,か つそれ らと協 力す るこ と:
(f)事故:身 体侵害 ・職業病 の原因,発 生率,費 用 お よび防止方法 の調査,
な らびにそ の まうな調査活動 のための適切 な設備を有す る人物,政 府部省
または団体 と打 ち合わせ をす るこ と:'
(9)事故 ・身体侵害 ・職業病 の適当な記録に関す る要件を決定 し,か つそ
のた めなされ るべ き準備 を し,ま たは整 えること:ま た,そ の 目的のため
に,関 係 の政府部省,団 体 お よび個人 と協 力す るこ と:
(h)すべての分野での事故 ・身体侵害の数 と酷 さ,お よび職業病の発生を
減ず る新 しい方 法を継続 的に探究す ること。」
以上 の ように,委 員会 の安全の分 野での役割は,教 育的,総 合的,支 持 的で
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,ある。委員会は,安 全 ・リハ ビ リテ ーシ ョソ ・補償 の分野で,委 員会 の活動 を
財政 的に支え る負担金(levy)の徴収の場合を除い て,執 行力 または処 罰権限
ごヨゆ
を有 していない。
'
2事 故 補 償 委 員 会 の 活 動
委 員 会 は,安 全 ・事 故 防 止 の た め の 担 当 部 と して,安 全 部(SafetyDivision)
の設 置 を 義 務 づ け られ て い た(s.45)が,こ れ を 設 置 した 。 つ い で,安 全 部
は,労 働 者 補 償 委 員 会(Workers'CompensationBoard)の解 散 に 伴 な い,
そ の下 に あ った ニ ュ ー ジ ー ラ ソ ド全 国 安 全 協 会(NationalSafetyAssociation
ofNewZealand)を吸 収 した 。
宋 全 の 任 務 を 担 当 す る者 と して,・安 全 ア ドヴ ァ イザ ー(Safetyadviser)が
任命 され てい る。安全 ア ドヴ ァイザ ーは,各 地方の事務所に配属 され,工 場 そ
の他 の場所を訪れ,専 門的相談に応 じ,講 演や展示を行な う。
委員会は,新 しい試み として,二 つ の諮問評議会 を設置 した 。「労働安全諮
問評議会」(OccupationalSafetyAdvisoryCouncil)は,産業界各団体 の経
験 ある学識者か ら構成 され,労 働安全や労働事故 の防止について,委 員会 に勧
告や実際的助言を行 な うことを任務 とす る。 「家庭 内安全諮問評議会」(Home
SafetyAdvisoryCouncil)は,同じく 家 庭 内での危険 の問題について,委
員会 に勧告 ・助言を行 な う。
安全部の具体 的活動状況を1976-1977年度の委員会 の年次報告書か ら知 るこ
く　り
とがで きる。
(i)こ の年度に,委 員会は,583回の事故防止講座 を開催 し,24,000人が
参加 した。 安全 ア ドヴ ァイザ 一ー・一・は,6,000ケ所 以上 の工場その他 を訪れ,相 談
に応 じ,安 全調査を行 な った。
(ii)労働安全 の分野では,6回 の フォーク ・リフ トの安全利用のた めのセ
⑳J.L.Fahy,"TheRoleofthe、AccidentCompensationCommissionintheField
ofSafety,ノ【CCrePortMaL1978,p-22.
(21)A.CC,1～θρoプ'oノ 漉 θ!16`iden,Co〃tρe〃3勿,ゴo"Co卿翅 ゴ3sゴo"ノbr酌 θ
rσα2・¢〃ded31Ma2℃ ゐ1977,pp.3T5.(1977).
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ミナ ーを開 き,ま た,建 設業専門の安全 ア ドヴ ァィザ ーを任命 した。9回 の ト
ヅプ経 営者対象のセ ミナーを開いたが,こ れ は,安 全ぼ重役室か ら始 まると,
委員会が信 じてい るか らであ り,ト ップマネ イジ メソ トに対 して,事 故防止は
た んな る人道主義 の問題では な く,財 産損 害や,収 益 に関わ る問題 であるこ と
を認識 させ るためで ある。 また,25人以上 の従業 員を雇 ってい る使用 者を対象
とし,6ケ 月間にわた って;訪 問助言キ ャソペ ーソを行ない,委 員会 の安全促'
進活動 を知 らせた。
(iii)地方安全(ruralsafety)の分野では,各 地方 の安全 ア ドヴァイザ ー
ノ
が充実 され るに従 がい,従 来 の 「農場安全」(farmsafety)から,ニ ュージー
ラソ ド人 口の4分 の1を 占める 「地 方安全」 とい うよ り広い概念を使 うことに
した。 これ らのア ドヴ ァイザ ーの長期 目標は,① 地方 コミュニテ ィの人 々が
妥 全を 「生 き方」 として理解 し,.表現す ることを可能にす ること,② 事故 を
最小限に とどめ,死 亡を防止 し,侵 害の数 と酷 さを減ず ること,③ 事故 か ら
生ず る生産の損失や財産損害を減少させ ることであ る。 〆
(iv)家庭 内安全 の分野では,委 員会は,コ ミュニティ教育講座 を企 画 し,
家庭 内安全製品のデザ イソに関 し,製 造者 と協 力 した り,家 屋の安全 に関 して,
住 宅建設 団体 に積極的に働 きかけた。 また,半 年 間にわた って,テ レビ1と 共
同で,家 庭 内事故 キ ャソペ ーンを行な ってい る。
こ　カ
(v)委 員会は,各 種の安全促進団体 と協 力関係 を有 しているが,こ の年度
には,147,004ドルの財政援助 をい くつかの団体 に対 して行 な った。
この他 に,安 全分野を中心 としなが ら委員会 の全般 的活動の広報誌 として,
1976年1月に,ACCreportを発行 した(年6回 刊)。 また,1975年,1976年に
は,全 国安全 フォーラム(NationalSafetyForum)を開催 し,各 分野 の安
22)た と え ぽ,NationalPortSafetyCounci1,NewZealandBuildingIndustry
AccidentPreventionCommittee,NewZealandRubberManufacturers'Safety
Committee,CanterburyRubberIndustrialSafetyCommittee,NewZealand
ElectricalSafetyCommittee,NewZealandRuralSafetyCommittee,NewZealand
WaterSafetyCouncil,IndustrialChemicalsCommitteeなど と 協 力 関 係 を 有 す
る 。
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全問題を討議 した。
】Vリ ハ ビ リ テ ー シ ョ ソ
被害者の リハ ビリテーションを実施する責任 も,事故補償委員会に置かれた。
金銭による補償では,一 時金払いに加えて,定 期金払いの救済方法を新 しく採
用 したが,こ の リハ ピリテーショソも,損 害賠償制度の下では実施が困難な救
済の方法 と言って よく,こ の点にこの事故補償制度の社会保障的側面が最 も強
くでている,と 言えよう。
1制 定法 の規定
安全 の促進 と並 んで,第4条 は,本 法 の 目的 として,「本法 の もとで補償対
象 とな る事故 に よる身体侵害を被 る人 々の リハ ビ リテーシ ョソを ・当該す べて
の人 々に とって可能であ る完全な肉体的,精 神的,社 会的,職 業的,経 済的有
用性 の回復を求めて ・促進す る こと」(s.4(1)(b))と規定す る。 さ らに,第48
条 は,委 員会 に被害者の リハ ビ リテ ーシ ョソ計画の作成を義務づけたが,そ の
計画 の 目的は,次 の ごとくで ある。
「(a)被害老 らの障害を考慮 して,可 能 な限 り速い,彼 らに可能 な完全な肉
体的,精 神的,社 会的適応性の回復;お よび
㈲ 適切で あれば,彼 らに可能な完全な職業的,経 済的な有用性の回復;
お よび
(c)適切 であれば,彼 らの雇用への復帰 または配置。」(s.48(2)(a)(b)(c})
また,リ ハ ビ リテーシ ョソの促進 に関す る委員会の機能は,第49条 が細密に
定め る。紙 幅節約のため,委 員会 の要約 した ものに従 えば,そ れ らは次 のご と
こ　きラ
くである。
「障害者の リハビリテーシ ョソに関係する政府部省,病 院局,そ の他 の団体
・組織,お よび医学 ・歯科学の専門家その他の補助職業者 との調和的関係を
く2鋤、氏CC,ABrieアDescrip'iono/the∠4c`ide〃'ComPensa'ionScheme
OPera'ingゴ〃 ハ「ewZeala〃dp.33(1976).
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確立す るこ と。」'
「障害者を,彼 らの以前 の雇用 に復帰 させ るこ と,復 帰で きない人 々の訓練
または再 訓練 を保障す ること。」
「適切 な場合には,彼 らが,適 した雇用を確保 で きるように,彼 らの技術 と
才能 の開発を援助す ること;こ れは,試 験や年季 の完成 や,雇 用または職業
の資格を得 るためのそ の他 の訓練に関す る特別 の用意形態 を とる;ま た,正
当 と思われ る場合には,財 政的援助 を与 え,同 じく,委 員会の リハ ビリテー
シ ョソ ・サ ー ビスの妥当な進展に とって必要 と考 え られ る,な ん らかの追加
的教 育,訓 練 またはその他 の便宜 を奨励 し,支 持 し,育 成す ること。」
この他に も,委 員会は,障 害者 の家庭への適応 を援助 し,そ の際,車 椅子そ
の他 の補助具を供給 し,必 要 とあれば,自 動車へ の適応 も援助す る。 また,リ
ハ ビリテーシ ョン関係 の各種 の情報を公布す るこ ともその役割 の一・つ とされ る。
さ らに,委 員会は,リ ハ ビリテーシ ョン ・サ ー ビスの実効性を評価 した り,リ
ハ ビリテーシ ョソ関係 の研究 を し,報 告書を発行す る。 また,リ .ハビリテーシ
ョソ関係の団体 を支援 し,支 持 し,育 成す る。
2事 故 補 償 委 員 会 の 活 動
こ の 領 域 の 担 当 部 は,医 事 ・ リハ ビ リテ ・」シ ョソ部(MedicalandReha・
bilitationDivision)であ る。 発 足 当 初 は,委 員 会 の 時 間 の ほ とん どは,補 償
関 係 の 運 営 に 費 や され て い た が,次 第 に,リ ハ ビ リテ ー シ ョソや 安 全 の 分 野 に
も,目 が 行 く よ うに な った 。
こ の 部 の 役 割 の 一 つ は,渉 外 担 当 官(1iaisonoMcer)によ り遂 行 され る。
彼 らは,委 員 会 の 事 務 所 が 置 か れ て い る 各 地 域(Whangarei,Auckland,
Hamilton,Rotorua,Gisborne,Napier,NewPlymouth,PalmerstonNorth,
Wellington,Nelson,Christchurch,Dunedin,Invercargill)にお い て 任 命
され て い る。 渉 外 担 当 官 の任 務 は,侵 害 を 被 った 人 々や リハ ビ リテ ー シ ョン を
求 め る 人 々 を 援 助 す る こ とに あ る。 彼 らは,病 院,リ ハ ビ リテ ー シ ョソ機 関,
政 府 部 省,使 用 者 組 織,被 用 者 組 織 な ど と協 力 し,事 故 被 害 者 の リハ ビ リテ ー
/
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ションのための最善の利益のために,仕 事をする。その任務の一部には,被 害
を受けた人 々に,本 法の下での彼 らの権利や,請 求 しうる給付,1請求方法につ
く　ゆ
いて助言す ることも含 まれてい る。
1974～1975年度に11名で あった渉外担 当官の人数は,1978年3月現在で38名
にな ってお り,1977～1978年度 に,彼 らが リハ ビ リテ ーシ ョソについてi援助を
与 えた 申請者 の数 は,5,000名を数 え,こ れは前年度 に比 べ2,000名の増 とな っ
く　 り
ている。 さ らに,具 体的な活動には,リ ハ ビリテ』シ ョソのための家屋 ρ改造 ・
自動車の改装,車 椅子,タ イプライター,自 動回転ベ ッ ドそ の他 の補助具 の支
給 があ った。
て　 り
委員会は,ま た,多 くの リハ ピ リテーシ ョソ関係組織 と協力関係を有す る。
委員会は,リ ハ ビ リテーシ ョソの分野では,相 対的に新 しい緯織で ある。 しか
し,そ の登場は,ニ ュージーラソ ドの リハ ビ リテーシ ョソの促進に新 しい広が'
てコの ロ
りを付け加 えた,と 評価 されてい る。
Vそ の他
このほかにも,検討すべき課題は多い。補償の実際を給付件数や給付額の側
面か ら明 らかにすること,事故補償委員会運営上の費用の問題,負 担金徴収 と
事故防止 との関係,不 服申立制度の運用状況,コ モソ・ロー訴訟の廃止に よる
影響(補 償項 目の比較,不 法行為法体系への影響など),事故補償体系 と社会
保障体系 との関係 ・調整問題その他であるが,こ れ らは他 日を期 したい。
⑳J.L.Fahy,AccidentCo〃1Pe"sationCov〃age_The/1dminis〃ationo/
the/1c6ゴdentCo〃2pensatio"A`'1972,p28(1978).
㈱A.CC,RePorto∫the∠4`cidentComPensationCo〃2〃zission/bグ'加
Yearended31Mar`h1978,p2(1978).
㈱ た と え ば,Nationa1CivilianRehabilitationCommittee,-AdvisoryCouncilfor
theCommunity、WelfareofDisabledPersons,Co一っrdiratingCouncilsforthe
Disabled,BoardofManagementoftheRehabilitationLeagueNZ.(lnc.)など 。
㈲A.CC,RePortoノ'」he/1``identComPensationCommission/b7'he
Yeare"4θ431March1977,p.5(1977).
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schonvorVerabschiedungdesA.C。A.wiesdasLandeingutesSozialversiche・
rmgssystemauf.AuごhdaspolitischeKlimamagehtscheidendgewesensein;die
ArbeitanderGestzgebuhgwurdevondenbeidengroBenParteiendesLandes
(NationalPartyundLabourParty)unterst廿tzt,ohnedaβderGeistder,,Sozialisie
rung"beschworenwurde'
AusderSichtdesneuseelandischenGesetzgeberserscheinendieherk6mmlichenの
Entsch蕊digungssystemealshistorischnotwendigeUbergangslδsugenaufdem
Wegezueinervollst乱ndigensozialenSicherungvonUnfallopfem.窃eseBetrach・
tungsweise6ffnetdenBlickf蔭rzuk赫nftigeAnwendungsbereichedesneuenAus。
gleichssyst今ms:UnzureichendeEntschadigungsregelungenbestehenunterande・
remimBereichderProduzentenhaftung,fUrPersonenschaden,diedurchUmweltミ
verschmutzungverursachtwordensind,undf昼rdenbereitsangesprochenen　 ロサ
Bereichder蕊rztlichenKunstfehler.WieschondasLAnderungsgesetzvon1974　
werdensichwohlauchki旨nftigeAnderungendesA.CA.mitderVerschmelzmg
derBegriffe,,Unfa11``und"Krankheit"be6ch践ftigen.AmEndek6nntedieGleich・
behandlungallerArtenvonK6rper・undGesundheitsbeschadigungenstehen,
o㎞eR髄cksichtaufdieArtderUrsache.
Esbleibtabzuwarten,obdasneuseelandischeGesetzeineahnlicheVerbreitung
血1denwirdwiedasUnfallversicher血ngsgesetzvon1884,welchessichgegenalle
BedenkennichtnurinDeutschland,sondeminderganzenWeltdurchgesetzthat.
ロ コ
DerA・CA.istkeinetypischeSごhδpfungdes,,CommonLaw",dieeineUbertr耳 ・
『
gungaufdiekontinentalenR㏄htssystemeverbietenw壮rde.Einstweilen,istsein
EinfluBnurimanglo-amerikanischenRechtskreissp廿rbar.IhAustralienerarbeite
'teeine.Kommission
unterdemVorsitzvonA.W.Woodhouseden"Reportoftheげ
NatiohalCommitteeofInquiryintoCompensationandRehabilitationinAustra-
1ia"51,dererwartungsgem銭Bzu銭㎞UchenErgebnissenf廿hrtewiederWoodhouse・
Report.AusdiesemB6richtistinzwischeneinGeset乞esentwurfhervorgegangen
(Nati㎝alCompe辱sationBill,1974),deraufseineVerabschiedungwartet.In　
EnglandwurdeeineK6nigliche『KommissonunterdemVorsitzvonLordPearson
insLebengefufenジdiedieMδ91ichkeitderEinf慧hrungeiロesneuenAusg1,ichssy・
stemsbegutachtensoll.521hrBerichtistabernochnichtverδffentlicht.DerVer・
wirklichungeinesdemA.CA.ahnlichenSystemswirdmomentanaberausfinanzi・
eUenGr艇ndenkeinegroBeChancegegeben.DieselbenGr避ndedUrftenf温rdie
51
52
AustralianGovemmentPrintingService,1974,i二Vo1.1,IIundKompendium;
vg1.dazuauchJ.F.Keeler,ReportoftheNationa1・'CommitteeofInquiry
intoCompensationandRehabilitationinAustralia.TheAdelaideLawReview
1975,S。121;KeelerverweistauchaufeinenweiterenBericht,den,,Report
oftheLawReformCommitteeofTasmania"(1972).
RoyalCommissiononCivilLiabilityandCompensationforPersonalInjury
(1973),
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一1972年事故 補償 法 の経験一 ・ 51
hinausgeschobeneVerabschiedungdesaustralischenGesetzesentwu}fsmaBgeb・
1ichsein.
DerStandderReformbemiihungeninDeutschlandistgekennzeic㎞etdurchdie
Diskussionumden・AusgleichvonVerkehrsmfallsch蕊den.Dabeikonzentrieren
sichdieBeitr乱geauf.dieFrage,obdasbestehendeHaftpflichtsystem吻eiterent・
wic奪eltoderdurch6inSystemdersozialen.Sichefdngersetztwerdensollte.531n
derMehrheitwirdinderLiter3tureineReform咽nterBeibehaltupgdesprivatversi
cherungsrechtlichenSystemsbef廿rwortet.54Eswirdangef琶hrt,daBdieM蕊ngel
desgegenw乱rtigenUnfallsystemsnichtsoschwerwiegendseien,daBeineradikale　
.Anderungnotwendigw乱re.55DieReformvofsch1蕊gebeschr試nkensichhiernatUr・
gemaBaufdieL6sungvonEinzelproblemendesgegenwartigbnEntschadigungs・
systems.GleichesgiltftirdieBem髄hungenaufeurop乱ischerEbene.56
VorallemunterdemEindruckderneusee1就ndischenGesetzgebungmehrensich
dieStimmen,'dieeinumfassendesSystemdersozialenS{cherungvonUnfallop・
.femaller'Artf面runausweichlichhalten.57Esfalltauf,daBdiealsKritikaneinem
solchenSysteInvorgebrachtenArgumentevonderWoodhouse・Kommission
ebenfallserkannt.undgr6Btenteilswider弥egtwordensind.58Tats乱chlichw睦rdebei
derEinf髄hrungeinesdemA.CA.蕊㎞1ichenSystemsdiezivilrechtliche-ledoch
り
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・ZurEinf髄hrungindieProblematik・seianLiteraturge【1annt:vouHippel
SchadensausgleichbeiVerkehrsunf試11en-m691icheWegeeinerReformZRP,
1973,27;SozialeSicherung・gegenUnf琶11eimStraBenverkehr～Schrift6【享reihe
desDeutschenSozialgerichtsverbandes,BandXIII,Bonn-BadGod6sbarg
1975;Bα〃翅 αηη.SozialeSicherunggegenUnf試11eimStraBenverkehrPVSSR
1975,1.
BorgmannlSoll'unserSystemderZuteilungvonUnfallsch蕊de塗reformi母rt
wbrdenPZRP1973,53;Giille翅碑 η,DerAusgleichvonVerkehrsunfallsch乱den'
-einunge16stesProblem,ZRP1974,41ff.;Bα%翅 αηη,aaO,S.30ff.;vgl.
auBerdemdieBeitragevonSieg,17「ゴη'〃,Dθ 〃's`乃,α"〃,1【 δゐ"〃,und'
.K万π8sρoノηin:BandXIIIderSchriftenreihedesDeutschenSozialgerichtsゼ
verbandes.、..」
Soausdr面cklichSieg,S.31,undKlingsPorn,117ff.,ln:BandXIIIder
SchriftenreihedesDeutschenSozialgerichtsverbandes.り　
Vgl.dasEuropljischeUbereinkommenUberdieKraftfahrhaftpflichtvoh114.
』
5.1973(EuropeanConventiononCivilLiabilityf6rDamagecausedbyMotor
Vehicles),EulropeanTreatySeriesNr.79;sowiehierzuB〃tsch,Die
HarmonisierungdesKraftfahrhaftungsrechts-einBeispieleurop銭ischer
、l
RechtspolitikZRP1975,240.、
HeinKδ'z,SozialerWandelimUnfallrecht,KarlsruheundHeidelb6rg1976;
〃oゐ1五 ρ」ρθ',S.45,in:BandXIIIderSchriftenreihedesDeutsピhenSozial・
gerichtsverbandes;
S・ゐ物,S。 ・i・1,S・h琶den,…i・i・K・tenund'、。・i。16・Si,h。,ung.A,gU血,nte
fUreinModellzurIntegrationallerAusgleichsleiStungenfUrPersonensChljden
indassozialeSicherungssyste!n,Berlin1972,
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nichtdiestrafrechtliche-Verantwo沈IichkeitdesSchUdigersentfallen.Derpriva・
tenVersichermgswirtschaftbliebedasGesch乱ft㎞itdenSachsch蕊densowiedie
zusEtzlicheVersicherungderdieHδchstgrenzedersozialenEntschUdigungitber
schreitendenVerluste.Hinsichtlich・derBeweislastverereilungfifrdasVorliegen　サ
einerUnfallschadigungsiehtauchdieneuseelEndischeGesetzgebungkeineAn・
derungdesgegenwtirtigenRechtSzustandesvor.Hier'muBaufdielangjtihrige
E㎡ahrungmitdergesetzlichenUnfallversicherungzurljckgegriffenwerden.
DerAccidentCompensationActweistinseinerderz6itigenFassung-wiebeinahe
jedesneueGesetz-einigekleinereM議ngelauf.SoerscheinenF蕊11edenkbar,in
-denenein-Schadensausgleich.nachdemA.CA.nicht'gewljhrtwirdderZivilrechts・
wegabergleichwohlgemaBs.5ausgeschlossenist.591mgro6enundganzensind
dieL6sungendesA.CA.jedocheinWegweiserundwerdenbeiderPlanung
.zukiinftig6rGestzesvorhabenzubeachtensein.
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58zurKritikvgl.dieDiskussionsbeitrEgederVerbandstagmgin:BandxllI
derSchriftenreihedesDeutschenSozialgerichtsverbandes,S.95ff.,sowie
dieentsprechendenDarstellungenBaumanns,aaO,S.9ff.
59Vgl.hierzu∠4.,A,P.Willy,TheAccidenしComensationActandRecoveryfor
LossesarisingfromPersonalIniuryandDeathbyAccident,NewZealand
UniversitiesLawReview1975,VQ1.6,S.250,261,
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